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１．はじめに 

 島根県では、県民の皆様に分かりやすい形で財務情報を提供する一つの方法として、平成１３

年度（平成１２年度決算分）からバランスシート及び行政コスト計算書を作成してきました。 

 歳入歳出決算書では、その年度における現金の出し入れの状況（いわゆるフロー情報）しか把

握できませんが、バランスシートや行政コスト計算書を作成することにより、これまで整備してきた

資産やその財源となった負債の状況（いわゆるストック情報）、また、現金支出を伴わない減価

償却費などの行政コストを把握することができます。 

 一方、国において、行政改革推進法等を踏まえ、地方公共団体の公会計改革、資産・債務改

革について検討した結果、より分かりやすく財務情報を提供するため、国の作成基準に準じた財

務４表の整備が必要とされました。 

 そこで、平成２０年度決算分から、地方公共団体の財務４表の作成手法を示した「新地方公会

計制度研究会報告書（平成１８年５月）」に記載された２つのモデルのうち、従来作成してきた財

務諸表の改訂版である「総務省方式改訂モデル」により財務４表を作成しています。 

 
 

※「新地方公会計制度実務研究会報告書」の概要は以下のホームページをご覧下さい。 

 http://www.soumu.go.jp/iken/kokaikei/pdf/100705_1.pdf 

 

 

 

 

　　

現金主義の意義：分かりやすい資源配分 → しかし、見えにくいコストも存在

・次世代に引き継ぐ資産は？

・将来職員が退職する場合の負担は？

・損失補償している公社・三セクの債務は？

・経常的な行政サービスにかかったコストは？

・受益者負担でどれほどコストが賄われたか？

・経常的経費や投資的経費の財源は？

・年間での資金の変動は？

・資産がどのように変動したのか？

・資産はどのような財源で形成されたのか？

バランスシート

行政コスト計算書

資金収支計算書

純資産変動計算書

現金主義による

会計処理の補完

（財務４表の作成）

総務省方式改訂モデルによる財務４表の作成について 
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２．普通会計財務４表の作成方法 

（１）対象範囲 

   一般会計及び以下の特別会計からなる普通会計を対象 

   （特別会計） 

   総務事務集中処理、証紙、市町村振興基金、島根あさひ社会復帰促進センター診療所 

母子寡婦福祉資金、農林漁業改善資金、中小企業近代化資金、県営住宅、公債管理 

（２）作成基準日 

   平成２６年３月３１日（平成２５年度末） 

※ただし、出納整理期間（４月１日～５月３１日）における支払いについては、基準日までに

終了したものとして処理 

（３）作成方法 

   昭和４４年度以降の地方財政状況調査（決算統計）のデータを活用して作成 

 

３．財務４表の内容 

（１）バランスシート 

自治体が住民サービスを提供するために保有している資産と、その資産をどのような財源（負

債・純資産）で形成してきたかを明らかにした一覧表です。 

バランスシートは、下図のように資産、負債、純資産から構成されています。 

 （２）行政コスト計算書 

行政コスト計算書は「経常行政コスト」と「経常収益」で構成され、これらを差し引きしたものが

「純経常行政コスト」になります。「純経常行政コスト」は、民間企業の損益計算書で示される利益

の概念とは異なり、地方税や地方交付税といった一般財源や資産の売却益で賄わなければなら

ないコストを表します。 

また、「経常行政コスト」は当該年度の行政活動のうち資産形成に結びつかない行政サービス

に係る経費、「経常収益」はその行政サービスの財源のうち使用料・負担金など直接の対価とし

て得られた収入です。 

【コスト項目の分類】 

   ◆目的別経費：行政コストを教育、福祉などの行政分野ごとに分類 

   ◆性質別経費：行政コストをサービスの性質ごとに４つに分類 

      「人にかかるコスト」     ・・・人件費、退職手当引当金繰入金等、など 

      「物にかかるコスト」     ・・・物件費、維持補修費、減価償却費 

      「移転支出にかかるコスト」・・・社会保障給付、補助金等、など 

      「その他のコスト」      ・・・支払利息、回収不能見込額計上額、など 

負　債

純資産

資　産

これまでに形成された県の行政

サービスを提供するための経営

資源

将来世代の負担

これまでの世代の負担

【例】県債、将来支払うべき

職員退職手当など

【例】国補助金、これまでに

収納した県税など

【例】

○道路、学校など「使用する資産」

○未利用県有地など「売れる資産」

○貸付金、基金など
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（３）純資産変動計算書 

純資産変動計算書は、バランスシートの「純資産の部」に計上されている各数値が１年間でど

のように変動したかを示した一覧表です。 

県税や国補助金等受入による期首から期末への増減の動きが把握でき、純資産を構成する

国補助金等や一般財源等についての要因別の変動が分かります。 

また、バランスシートの「純資産の部」はこれまでの世代が負担してきた部分ですので、当該年

度にこれまでの世代が負担してきた部分が増加したのか、減少したのかを示してもいます。 

 

（４）資金収支計算書 

資金収支計算書は、現金預金（＝資金）の動きを「経常的収支の部」、「公共資産整備収支

の部」及び「投資・財務的収支の部」の３つの区分により示した一覧表です。 

自治体のどのような活動に資金が必要とされ、それをどのように賄ったかが分かるとともに、資

金をどのような性質の活動で獲得し、または使用しているかを読み取ることができます。 

 

財 務 ４ 表 の 相 関 関 係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

　【純資産変動計算書とバランスシートの関係】

負債

純資産

前年度バランスシート 当年度バランスシート

期首純資産残高

期末純資産残高

資産

純資産

負債

資産

純資産変動計算書

変動

 流動資産

  歳計現金

＋ ＋－

期首歳計現金残高 臨時損益、科目振替等

期末歳計現金残高 期末純資産残高

当年度歳計現金増減額 一般財源、補助金等受入

資産 負債
経常行政コスト

経常収益

純資産

純経常行政コスト

収入 期首純資産残高

支出 純経常行政コスト

＋

バランスシート

資金収支計算書

行政コスト計算書（当該年度）

純資産変動計算書
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４．島根県の普通会計財務４表（平成２５年度決算） 

（１）貸借対照表 

①資産と負債・純資産の状況 

 

【資産】 

◆平成２５年度末の資産総額は３兆２，７２３億円（県民 1 人当たり約４６０万円）で、そのうち

約９２％が道路や河川等の公共資産（有形固定資産）です。（図－１、図－３、図―４） 

【負債】 

◆負債総額は、１兆２，０３６億円（県民 1 人当たり１６９万円）で、「地方債」に関する額が１兆

３３９億円と全体の８６％を占め、“将来世代が担う負担”の大部分を占めています。（図―２、

図―３、図－４） 

◆「退職手当引当金」、「翌年度支払予定退職手当」については、年度末において県職員全

員が普通退職した場合に必要となる退職手当総額１，３０２億円を計上しています。（ただし、

実際の将来の所要額とは異なります。） 

【純資産】 

◆純資産総額は、２兆６８７億円（県民 1 人当たり約２９１万円）ですが、このうち「その他一般

財源等」はマイナスとなっています。（表－１、図―３、図―４） 

これは、臨時財政対策債など、本来、地方交付税等一般財源であるべきものが負債（地方 

債）に計上されていることなどによります。 

 

 

  

  

 

  

地方債

86%

退職手当

引当金等

11%

その他

3%

図ー２：負債の構成比

公共資産

92%

投資等

5%

流動資産

3%

図ー１：資産の構成比

流動資産

800

投資等

1,746

純資産

20,687

公共資産

30,177

負債

12,036

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

資産 負債・純資産

億円

図ー３：資産と負債・純資産の状況

資 産

４６０万円

負 債
１６９万円

純資産
２９１万円

※人口は平成26年1月1日現在の住民基本台帳人口

図ー４：県民1人当たりの資産・負債・純資産
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②有形固定資産の状況  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③負 債  

 

 

 

 

  

注）県債のうち、今後の償還に応じ地方交付税として７，３１５億円の財源措置が見込まれるため、

県税等の自主財源で負担すべき実質的な残額は３，０２４億円となります。（図―７） 

  

 

  

 

 

  

生活インフラ

70.5%

産業振興

17.8%

道路・街路

41.5%

河川・砂防

21.5%

生活インフ

ラ・

その他

7.5%

農業農村

5.7%

,産業振興・

その他

12.1%

教育費

7.2%

その他

4.5%

◆平成２５年度末の資産形成等に要した負債は１兆２，０３６億円（図―６）で、このうち地方債

（固定負債中の地方債と流動負債中の翌年度償還予定額の合計）は、１兆３３９億円（図―

７）です。 

図ー５：『有形固定資産』の内訳

◆本県の有形固定資産は３兆１７３億

円で、このうち道路・街路等の生活イ

ンフラ施設が２兆１，２６９億円と最も

多く、続いて農業基盤や漁港等の産

業振興施設が５，３６４億円、高校及

び美術館等の教育施設が２，１６６億

円となっており、この３つで全体の 

９５．５％を占めています。 

◆遊休資産や未利用資産である「売却

可能資産」は、約３億円（時価評価

額）あり、今後も売却もしくは利活用を

図っていくことにしています。 

 

有形固定資産 

3 兆 173 億円 

（H26.3.31） 

固定負債

11,065

流動負債

971

地方債

9,552

退職手当引当金

1,190

その他固定負債

323

翌年度償還

予定地方債

787

その他流動負債

184

H25年度末

負債合計

1兆2,036億円

図ー６： 『負債』の内訳

後年度交

付税措置

される額

7,315

財源措置の

ないもの

3,024

H25年度末

県債残高総額

1兆339億円

図ー７： 『地方債』の状況
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④前年度比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【資産の部】 

◆普通会計の平成２５年度末『資産』の総額は３兆２，７２３億円で、昨年度より８８億円減少し

ています。 

◆『公共資産』は、３兆１７７億円で、昨年度より１２８億円減少しています。これは有形固定資

産取得費よりも減価償却費が上回ったことによります。 

◆『投資等』は、３３億円減少していますが、これは「その他特定目的基金」が５０億円減少した

ことによります。この主な内訳は、中山間地域等活性化基金が５２億円の減となっていま

す。 

【負債の部】 

◆『負債』の総額は、固定負債が１兆１，０６５億円、流動負債が９７１億円の総額１兆２，０３６

億円で、前年度に対して１６億円増加しています。これは「退職手当引当金」が減った一方

で、「翌年度償還予定地方債」や複数年に渡る情報システムの整備などの「長期未払金」

が増加したためです。 

【純資産の部】 

◆『純資産』の総額は、２兆６８７億円で、前年度に対して１０４億円減少しています。これは新

たに「公共資産等整備一般財源等」が増加した一方で、臨時財政対策債のように本来地方

交付税として交付されるべきものが、「地方債」として負債計上されていることにより「その他

一般財源等」が減少したことが要因です。 

 

H24年度 H25年度 増　減 H24年度 H25年度 増　減
【資産の部】 【負債の部】
１．公共資産 １．固定負債

（１）有形固定資産 （１）地方債 9,553 9,552 ▲ 1
①生活インフラ・国土保全 21,261 21,270 9 （２）長期未払金
②教育 2,157 2,166 9 ①物件の購入等 13 2 ▲ 11
③福祉 137 128 ▲ 9 ②債務保証又は損失補償 0 0 0
④環境衛生 81 81 0 ③その他 21 46 25
⑤産業振興 5,535 5,364 ▲ 171 長期未払金　計 34 48 14
⑥警察 426 431 5 （３）退職手当引当金 1,238 1,190 ▲ 48
⑦総務 704 734 30 （４）損失補償引当金 270 275 5
有形固定資産　計 30,301 30,174 ▲ 127 11,095 11,065 ▲ 30

（２）売却可能資産 4 3 ▲ 1
30,305 30,177 ▲ 128 ２．流動負債

（１）翌年度償還予定地方債 762 787 25
２．投資等 （２）短期借入金 0 0 0

（１）投資及び出資金 （３）未払金 11 14 3
①投資及び出資金 649 663 14 （４）翌年度支払予定退職手当 93 112 19
②投資損失引当金 0 0 0 （５）賞与引当金 59 58 ▲ 1
投資及び出資金　計 649 663 14 925 971 46

（２）貸付金 629 633 4
（３）基金等 12,020 12,036 16

①退職手当目的基金 0 0 0
②その他特定目的基金 378 328 ▲ 50
③土地開発基金 77 77 0 【純資産の部】
④その他定額運用基金 25 25 0 １．公共資産等整備国補助金等 9,909 9,891 ▲ 18
⑤退職手当組合積立金 0 0 0
基金等　計 480 430 ▲ 50 ２．公共資産等整備一般財源等 16,625 16,668 43

（４）長期延滞債権 22 21 ▲ 1
（５）回収不能見込額 ▲ 1 ▲ 1 0 ３．その他一般財源等 ▲ 5,747 ▲ 5,875 ▲ 128

1,779 1,746 ▲ 33
４．資産評価差額 4 3 ▲ 1

３．流動資産
（１）現金預金 20,791 20,687 ▲ 104

①財政調整基金 47 47 0
②減債基金 530 556 26
③歳計現金 147 191 44
現金預金　計 724 794 70

（２）未収金
①地方税 3 3 0
②その他 0 3 3
③回収不能見込額 0 0 0
未収金　計 3 6 3

727 800 73

32,811 32,723 ▲ 88 32,811 32,723 ▲ 88負　債　・　純　資　産　合　計

（単位：億円）

表－１：貸借対照表　前年度比較

借　　　　　　方 貸　　　　　方

公共資産　合計

投資等　合計

資　　産　　合　　計

流動資産　合計

固定負債　合計

流動負債　合計

負　　債　　合　　計

純　　資　　産　　合　　計
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（２）行政コスト計算書 

①目的別・性質別経費の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

  

   

【全体】 

◆平成２５年度の経常行政コスト総額は、３，６８５億円（県民 1 人当たり５２万円）となってい

ます。経常収益は７５億円（県民 1 人当たり１万円）で、これを経常行政コストから差し引い

た額である純経常行政コストは、総額３，６１０億円（県民 1 人当たり５１万円）となっていま

す。（図―８、図―９） 

【行政目的別】 

◆内訳は「教育」関係経費が８８８億円（２４．１％）、「生活インフラ」関係経費が８２６億円 

（２２．４％）、「産業振興」関係経費が７００億円（１９．０％）となっており、この３つで全体の 

６５．５％を占めています。（表―２） 

◆「教育」、「警察」に投入されたコストを見ると、「人にかかるコスト」が７割以上を占めており、

教員や警察官を始めとする職員の人件費が大部分を占めています。（表－２） 

◆「生活インフラ」や「産業振興」に投入されたコストを見ると、多くの償却資産の整備・管理を

行っていることから、「物にかかるコスト」が高くなっています。（表－２） 

◆「福祉」、「環境衛生」に投入されたコストを見ると、市町村等への補助金の割合が高いこと

から、「移転支出にかかるコスト」が高くなっています。（表－２） 

経常行政

コスト

3,685

純経常行

政コスト

3,610

経常収益

75

図ー９：コスト・収益の対比

教育

24.1%

生活

インフラ

22.4%
産業振興

19.0%

福祉

13.7%

警察

5.4%

総務

5.2%

その他

行政コスト

10.2%

H25年度

経常行政コスト

3,685億円

図ー８：目的別経費の状況

Ａ Ｂ Ｂ／Ａ Ｃ Ｃ／Ａ Ｄ Ｄ／Ａ Ｅ Ｅ／Ａ

生活インフラ・国土保全 82,558 7,144 8.7% 65,098 78.9% 10,316 12.5%

教 育 88,835 71,354 80.2% 10,860 12.2% 6,621 7.6%

福 祉 50,594 2,139 4.2% 1,710 3.4% 46,745 92.4%

環 境 衛 生 16,232 3,528 21.7% 1,966 12.1% 10,738 66.2%

産 業 振 興 69,965 9,923 14.2% 42,825 61.3% 17,217 24.6%

警 察 19,988 14,667 73.4% 5,134 25.7% 187 0.9%

総 務 19,111 6,005 31.4% 7,632 39.9% 5,474 28.6%

議 会 989 764 77.3% 92 9.3% 133 13.3%

支 払 利 息 12,093 12,093 100.0%

回収不能見込計上額 71 71 100.0%

そ の 他 行 政 コ ス ト 8,074 0 107 1.3% 7,967 98.7% 0.0%

合　　計 368,510 115,524 31.4% 135,424 36.7% 105,398 28.6% 12,164 3.3%

　　　　　　　　性質別

目的別

経常行政コスト

（単位：百万円、％）表ー２：目的別・性質別クロス表

人にかかるコスト 物にかかるコスト
移転支出にかかる

コスト
その他のコスト
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②性質別経費の目的別構成割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③前年度比較 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆性質別に目的別構成割合を見ると、全職員数に占める教職員数の割合が約５０％を占め

ることから、人件費のうち教育費が占める割合が高くなっています。 

◆有形固定資産の８８．３％が「生活インフラ・国土保全」と「産業振興」関係経費であること

から、減価償却費の８７．６％を両経費が占めています。 

◆社会保障給付と補助費等では、医療関係給付費などのある福祉関係経費が高い割合を

占めています。 

【全体】 

◆平成２５年度の経常行政コストは前年に比

べ５６億円減少し、経常収益が１０億円減

少したことから純経常行政コストは４６億円

の減少となりました。受益者負担でない補

助金等で賄うコストが減少したことになりま

す。 

【人のコストの減】 

◆平成２５年７月から平成２６年３月に実施

した特例的な給与減額による職員給与費

の減少が主な要因です。 

【物のコストの増】 

◆維持補修費の増加が主な要因です。 

【移転支出コストの減】 

◆補助金等の減少が主な要因です。 

【その他のコストの減】 

◆地方債利払いの減少が主な要因です。 

【分担金・負担金・寄附金の減】 

◆前年度増加した消防救急無線広域共同

整備負担金の減少などが主な要因です。 

H24年度 H25年度 増　減

人件費 105,894 102,102 ▲ 3,792

退職手当引当金繰入等 10,236 7,588 ▲ 2,648

賞与引当金 5,886 5,835 ▲ 51

小計 122,016 115,525 ▲ 6,491

物件費 18,438 18,169 ▲ 269

維持補修費 7,345 9,888 2,543

減価償却費 106,657 107,367 710

小計 132,440 135,424 2,984

社会保障給付 10,150 10,108 ▲ 42

補助金等 71,786 69,846 ▲ 1,940

他会計支出額 3,455 3,651 196

他団体への公共資産整
備補助金等

21,151 21,792 641

小計 106,542 105,397 ▲ 1,145

支払利息 13,042 12,093 ▲ 949

回収不能見込額 54 71 17

その他行政コスト 0 0 0

小計 13,096 12,164 ▲ 932

374,094 368,510 ▲ 5,584

3,783 3,850 67

4,785 3,682 ▲ 1,103

8,568 7,532 ▲ 1,036

365,526 360,978 ▲ 4,548

使用料・手数料　　

分担金・負担金・寄附金

経常収益　Ｂ

純経常行政コスト（Ａ－Ｂ）

そ
の
他
コ
ス
ト

経常行政コスト　Ａ

（単位：百万円）

表－３：行政コスト計算書　前年度比較

人
の
コ
ス
ト

物
の
コ
ス
ト

移
転
支
出
コ
ス
ト

35.4

23.1

52.1

79.0

8.2

6.5

8.1

5.3

6.3

24.7

61.5

14.0

51.0

79.1

9.4

73.3

19.4

7.7

33.7

3.6

13.9

35.5

22.7

8.7

13.5

12.6

6.7

6.5

18.7

5.1

11.7

生活インフラ 教育 福祉 環境衛生 産業振興 警察 総務 その他

人件費

物件費

維持補修費

減価償却費

社会保障給付

補助費等

他会計等への支出

他団体への公共資

産整備補助金等

図ー１０：性質別経費の目的別構成割合

単位：％
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（３）純資産変動計算書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）資金収支計算書 

①収支の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【全体】 

◆平成２５年度末の純資産合計は２兆６８８億円で、そのうち「公共資産等整備国補助金等」

は９，８９１億円、「公共資産等整備一般財源等」は１兆６，６６８億円、「その他一般財源

等」は▲５，８７４億円などとなっています。 

【公共資産等整備国補助金等】 

◆「公共資産等整備国補助金等」は、１８億円減少しています。 

これは経済対策等の国庫支出金を財源とする基金（中山間地域等活性化基金）４５億を

取り崩し、事業を実施したことなどが要因です。 

【公共資産等整備一般財源等】 

◆「公共資産等整備一般財源等」は、４３億円増加しています。 

これは新たに公共資産整備へ投入した額が増加したことなどが要因です。 

【その他一般財源等】 

◆「その他一般財源等」は１２８億円の減となっています。 

これは、「臨時財政対策債」のように本来、地方交付税として交付され、「その他一般財源

等」に計上されるべきものが、「地方債」として負債計上されていること等が影響しています。 

【全体】 

◆「公共資産整備収支の部」、「投資・財務的収支の部」で収支不足が生じていますが、この

収支不足を「経常的収支の部」の収支差額（地方交付税などの一般財源）により賄っていま

す。 

◆平成２５年度から２６年度への繰越事業の増により翌年度に繰り越す財源が増加したため、

歳計現金が増加しています。 

3,644

2,451

917

1,180

719

1,605

収入

支出

経常的収支

1,193

公共資産整備収支

▲263

投資・財務的収支

▲886

図ー１２：資金収支の変動状況

支出

5,236

収入

5,280

合計

44

（単位：億円）

9,891

9,909

16,668

16,625

▲5,875

▲5,747

3

4

期末

期首

公共資産等整備

国補助金等

▲18

公共資産等整備

一般財源等

43

その他

一般財源等

▲128

資産評価

差額

▲1

図ー１１：純資産の変動状況

合計

20,791

合計

20,687

（単位：億円）

合計

▲104
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②前年度比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

H24年度 H25年度 増　減
人件費 123,518 118,677 ▲ 4,841
物件費 18,492 18,309 ▲ 183
社会保障給付 10,150 10,108 ▲ 42
補助金等 72,050 70,174 ▲ 1,876
支払利息 13,042 12,093 ▲ 949
他会計等への事務費充当財源繰出支出 2,289 2,340 51
その他支出 9,272 13,402 4,130

支　　　出　　　合　　　計 248,813 245,103 ▲ 3,710
地方税 62,475 63,794 1,319
地方交付税 185,452 184,091 ▲ 1,361
国補助金等 33,607 43,181 9,574
使用料・手数料 2,914 2,944 30
分担金・負担金・寄附金 1,458 1,231 ▲ 227
諸収入 4,623 4,566 ▲ 57
地方債発行額 35,920 37,130 1,210
基金取崩額 13,019 14,704 1,685
その他収入 12,449 12,715 266

収　　　入　　　合　　　計 351,917 364,356 12,439
経　　常　　的　　収　　支　　額 103,104 119,253 16,149

公共資産整備支出 91,977 95,539 3,562
公共資産整備補助金等支出 21,699 22,120 421
他会計等への建設費充当財源繰出支出 194 362 168

支　　出　　合　　計 113,870 118,021 4,151
国補助金等 36,516 40,926 4,410
地方債発行額 45,877 43,053 ▲ 2,824
基金取崩額 4,293 4,336 43
その他収入 4,267 3,335 ▲ 932

収　　入　　合　　計 90,953 91,650 697
公　共　資　産　整　備　収　支　額 ▲ 22,917 ▲ 26,371 ▲ 3,454

投資及び出資金 106 18 ▲ 88
貸付金 66,148 63,266 ▲ 2,882
基金積立額 11,705 11,700 ▲ 5
定額運用基金への繰出支出 14 15 1
他会計等への公債費充当財源繰出支出 2,464 2,533 69
地方債償還額 82,077 82,953 876

支　　出　　合　　計 162,514 160,485 ▲ 2,029
国補助金等 10,430 5,383 ▲ 5,047
貸付金回収額 67,885 62,071 ▲ 5,814
基金取崩額 0 0 0
地方債発行額 19 4 ▲ 15
公共資産等売却収入 673 1,231 558
その他収入 1,909 3,258 1,349

収　　入　　合　　計 80,916 71,947 ▲ 8,969
投　資　・　財　務　的　収　支　額 ▲ 81,598 ▲ 88,538 ▲ 6,940

当年度短期借入金増減額 0 0 0
当年度歳計現金増減額 ▲ 1,411 4,344 5,755
期首歳計現金残高 16,125 14,714 ▲ 1,411
期末歳計現金残高 14,714 19,058 4,344

（単位：百万円）
１．経常的収支の部

２．公共資産整備収支の部

３．投資・財務的収支の部

表－４：資金収支計算書　前年度比較

国からの地方交付税の減 

特 例 減 額 の 実 施

（H25.7～H26.3）などに

よる職員給与費の減 

地域の元気臨時交付

金の増等による国補助

金の増 

中小企業制度融資の

実績の減少による貸

付金の減 

防災・安全交付金の増

等による国補助金の増 

防災・安全交付金の

増等により、単独事

業を補助事業に移

行したことによる地

方債の減 

経済対策基金の財源

となる国補助金の減 

臨時財政対策債の増 
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５．他団体との比較（Ｈ２４年度決算ベース） 

 

 

 

 

 

 

（１）貸借対照表の比較 

①「資産」の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【資産の分析結果】 

◆本県の資産はＥグループ平均と比べ３，５３７億円多く、８団体中３番目になっています。 

（図－13） 

◆「資産の構成割合」は、Ｅグループすべての団体がほぼ同程度の割合を示しており、「公共

資産」が約９割を占めていることが分かります。（図－14） 

◆本県のバランスシートの特徴を把握するために、財政力及び標準財政規模が類似している

他県（Ｅグループのうち秋田県、和歌山県、鳥取県、島根県、徳島県、高知県、宮崎県、沖

縄県）との比較を行いました。 

※Ｅグループ平均：財政力指数０．３未満の団体で、標準財政規模が本県と同程度の８団

体平均 

91.3

92.4

91.9

90.3

89.2

90.6

91.5

90.0

93.4

6.7

5.4

6.6

8.4

7.8

7.4

6.5

7.9

4.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平 均

島根県

秋田県

和歌山

鳥取県

徳島県

高知県

宮崎県

沖縄県

公共資産 投資等 流動資産

図ー１４：資産の構成割合

図ー１３：資産の県別状況

30,265
24,868

19,256
23,301 24,779

29,215
31,831 30,305

26,728
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50,000

秋田県 和歌山 鳥取県 徳島県 高知県 宮崎県 沖縄県 島根県 平 均

公共資産 投資等 流動資産

資産総額

32,915

資産総額

21,578

資産総額

25,726

資産総額

27,087

資産平均

29,274

資産総額

32,811

資産総額

34,064
資産総額

32,472

（単位：億円）

資産総額

27,535
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②「有形固定資産」の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

【分析結果】 

◆ 「有形固定資産額」は、Ｅグループ平均より３，５８４億円多く、８団体中２番目になっていま

す。（図―１５） 

◆有形固定資産の目的別構成割合は、Ｅグループ平均と比べて、生活インフラ・国土保全の

割合が小さく、産業振興の割合が大きくなっています。 

  （図―１６） 

◆「有形固定資産の対標準財政規模」県別状況及び「人口 1 人当たり有形固定資産」県別 

状況を見ると、Ｅグループ平均のなかで最も高くなっています。 （図―１７、図―１８） 

  これは、遅れていた社会資本整備を重点的に進めるために、積極的に投資を行ってきた 

  結果と考えられます。 

◆一方、「面積（１㎢）当たり有形固定資産」県別状況（図―１９）を見ると、８団体中５番目 

になっています。これは、県土の約８割を森林が占めるという地理的条件から、投資額が面

積あたりでは低くなるためです。 
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島根県
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徳島県
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宮崎県

沖縄県

生活インフラ・国土保全 教育 福祉 環境衛生 産業振興 警察 総務

図ー１６：有形固定資産の目的別構成割合
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図ー１５：有形固定資産の県別状況

（単位：億円）
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※標準財政規模：その団体が一定の水準で行政活動を行うため必要とする一般財源の規模 

※人口は平成２５年３月３１日（平成２４年度末）現在の住民基本台帳人口 

10.7倍

9.1倍
8.6倍
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図ー１７：「有形固定資産の対標準財政規模」県別状況単位：倍
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図ー１８：「人口1人当たり有形固定資産」県別状況
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図ー１９：「面積（1k㎡）当たり有形固定資産」県別状況
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③「投資及び出資金」・「貸付金」の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④「基金」の比較 

 

 

 

 

 

※「その他定額運用基金」：特定目的のために定額の資金を運用するための基金（「美術品取得 

基金」等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【分析結果】 

◆「投資及び出資金」は、E グループ平均と比較し９６億円多く、「貸付金」は７０億円少なくな

っています。 

（図―２０、図―２１） 

◆「投資及び出資金」において、「投資損失引当金」という項目がありますが、これは出資団体

の財政状況が一定以上悪化した場合、その損失に備えて計上される科目です。これが計

上されていると、財政状況が悪化した公営企業会計や地方三公社等を抱えているという目

安になります。（図―２０） 

【分析結果】 

◆「基金」に関しては、E グループ平均と比較し、２３８億円程度少なくなっていますが、これは

「その他特定目的基金」の積立が他県と比較すると少ないためです。 
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図ー２２：基金の県別保有状況
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⑤「負債」の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－５：平成 24 年度末における交付税措置のない地方債の償還可能年数    （単位：億円） 

 

 

 

 

 

※県税収入額は資金収支計算書における地方税の数値 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【分析結果】 

◆地方債の県別残高状況をみると、県税等の自主財源で負担することになる交付税措置の

ない地方債の残高は、E グループ平均と比較してやや少なくなっていますが、県税収入額

で交付税措置のない地方債を返済した場合に何年かかるかを算出した償還可能年数を見

ると、Ｅグループ平均より高く、２番目になっています。（図―２３）（表－５） 

◆負債の内訳を見ると、各県とも「地方債」及び「退職手当引当金」を合計したものが 90％以

上を占めています。（図―２４） 
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図ー２４：負債の県別内訳

項　　　目 秋田県 和歌山県 鳥取県 徳島県 高知県 宮崎県 沖縄県 島根県 平　均

県税収入額（Ａ） 905 858 508 769 605 946 1,021 625 780
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（２）行政コスト計算書の比較 

①性質別の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【分析結果】 

◆性質別内訳を見ると、行政コストの総額については、Ｅグループ平均を１７５億円下回ってい

ます。（図－２５） 

◆性質別割合を見ると、「人件費」が２８．３％となっており、Ｅグループ平均を１．３ポイント下

回っています。これは職員定数の削減など人件費の抑制に努めているためと考えられま

す。また、「減価償却費」が２８．５％とＥグループ平均を５．６ポイント上回っており、他県と比

較して過去に整備した資産の償却の割合が高いことが分かります。（図－２６） 

◆また、補助金等の割合が１９．２％とＥグループ平均と比較して３．６ポイント低いことがわかり

ます。（図―２６） 
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②目的別の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【分析結果】 

◆「生活インフラ・国土保全」に係るコストが他県よりも高い傾向にあります。 

これは、他県と比較して整備の遅れている道路等の生活インフラ整備に力を入れているた

めと考えられます。（図－２７） 

18.3

21.7

16.9

19.4

18.9

18.6

19.6

17.7

13.8

25.8

25.0

25.1

27.4

24.7

24.3

25.9

26.1

27.6

16.6

13.5

15.9

17.6

15.7

17.0

16.4

17.7

18.8

4.2

4.2

4.1

4.3

3.6

4.2

4.8

4.1

4.6

16.6

19.1

20.0

11.2

18.0

15.8

16.1

17.5

15.5

6.1

5.5

5.7

7.1

5.8

6.3

6.4

6.3

5.7

6.0

5.1

5.4

6.2

6.9

6.2

4.7

4.3

9.3

3.4

3.5

3.7

3.5

3.6

4.3

3.3

3.3

1.8

2.6

2.1

2.8

2.9

2.4

2.9

2.4

2.8

2.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平 均

島根県

秋田県

和歌山県

鳥取県

徳島県

高知県

宮崎県

沖縄県

生活インフラ・国土保全 教育 福祉 環境衛生 産業振興 警察 総務 議会 支払利息 回収不能見込額 その他
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６．島根県の連結財務４表（平成２５年度決算） 

（１）作成方法 

①対象会計範囲 

 連結の範囲は、島根県の全会計（普通会計、公営事業会計）、及び本県の関与・財政支援下

で本県の事務事業と密接な関連を有する業務を実施している外郭団体とし、これらの会計間取

引等の重複計上分を控除した純計を示しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆外郭団体の連結対象団体は、「新地方公会計制度実務研究会報告書」等を参考に選定 

○地方三公社及び出資比率が５０％以上の法人はすべて連結対象 

○出資比率が５０％未満の法人については、県の関与の度合に応じて判断 

・(公財)島根県育英会 

→県が団体の負債の総額の過半（５０%以上）について貸付を行っているため連結対象（H２５決算～） 

・(公財)島根県生活衛生営業指導センター 

→経常収益の総額の大半について補助を行っているため連結対象（H２５決算～） 

・(公財)島根県環境管理センター 

→資金調達額の総額の過半（５０％以上）について、損失補償を行っているため連結対象（Ｈ２０決算～） 

・(公財)しまね農業振興公社 

→県への財政依存度（借入金、補助金、損失補償）及び販売用不動産を保有していることを総合的に

判断し、連結対象（Ｈ１７決算～） 

注）出資比率とは、各団体の基本財産に対する県出資金の割合をいう 

普通会計 一般会計

特別会計（総務事務集中処理、証紙、市町村振興資金、島根あさひ

　　　　　社会復帰センター診療所、母子寡婦福祉資金、農林漁業改善資金

　　　　　中小企業近代化資金、県営住宅、公債管理）

公営事業 〔法適用〕 電気、工業用水道、水道、宅地造成、病院

会計 〔法非適用〕臨港地域整備、中海水中貯木場、流域下水道

公立大学法人島根県立大学

※団体名の後の比率は県出資比率、下線はH25年度決算から新たに連結対象とした団体

地方

三公社

公益法人等 (公財)島根県育英会（39.3%）、（公財）しまね海洋館(100％)

(公財)ふるさと島根定住財団(100％)

(公財)しまね女性センター(89.2％)、(公財)しまね自然と環境財団(92.5％)

(公財)しまね文化振興財団(100％)、(公財)しまね国際センター(78.6％)

(公財)島根県環境管理センター(31.2%)

(公財)島根県生活衛生営業指導センター(48.8%)

(公財)島根県障害者スポーツ協会(78.4％)

(公財)島根県みどりの担い手育成基金(88.4％)

(公財)しまね農業振興公社(0.4％)、(公社)島根県林業公社(50.0％)

(一財)くにびきメッセ(63.7％)、(公財)しまね産業振興財団(100％)

(公財)島根県建設技術センター(100％)

(公財)島根県暴力追放県民センター(70.0％)

 地方独立行政法人

 外郭団体

島根県土地開発公社(100％)、島根県住宅供給公社(100％)

連結対象範囲 会計名・団体名

島根県

（全体）

一部事務組合・広域連合 隠岐広域連合（隠岐、島前病院事業会計）、境港管理組合
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②対象年度 

平成２６年３月３１日（平成２５年度末） 

 

③基礎数値等 

○普通会計 

昭和４４年度以降の地方財政状況調査（決算統計）のデータを活用して作成 

○法非適用公営企業会計 

「新地方公会計制度実務研究会報告書」を参考として決算統計データ等から作成した財務

４表を使用 

○法適用公営企業会計 

地方公営企業法施行規則等に基づいて作成した公営企業決算統計データ等から作成し 

た財務４表を使用 

○地方独立行政法人 

地方独立行政法人法会計基準に基づいて作成された、財務諸表から作成した財務４表を

使用 

○外郭団体 

地方三公社、公益法人等各々が作成している財務諸表から作成した財務４表を使用 

 

④出納整理期間における現金の受払いの調整 

普通会計においては出納整理期間が設けられており、出納整理期間中の現金の受払い等が

終了した後の計数を年度末に計上していますが、公営企業会計や外郭団体等には出納整理期

間が存在しないため、連結に際して、普通会計との間において出納整理期間中に現金の受払い

等がなされた場合は、公営企業会計及び外郭団体等においても、これに対応する現金の受払

い等が当該会計年度末に終了したものとして調整を行っています。 

 

⑤県全体の純計を算出するための会計間調整 

各会計を単純に合算した場合、会計間でも取引等が二重に計上されることになるため、純計

操作を行い、内部取引を相殺控除しています。 

具体的には次の項目などについて相殺控除を行っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥その他 

今回の連結財務４表は、島根県と連携・協力して行政サービスを実施している関係団体を一

つの行政サービス実施主体とみなして作成したものであり、関係団体の資産及び負債等がその

まま当県に帰属するものではありませんのでご留意下さい。 

 

 

 

 

◆県から外郭団体等への出資金 

バランスシートの調整 （県）資産「投資及び出資金」 ⇔ （団体等）純資産 

◆県から外郭団体等への貸付金 

バランスシートの調整 （県）資産「貸付金」 ⇔ （団体等）固定負債「長期借入金」 

◆県から外郭団体等への補助金等 

行政コスト計算書の調整 （県）補助金等 ⇔ （団体等）その他特定行政サービス収入 
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（２）連結貸借対照表 

①資産と負債・純資産の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【資産】 

◆平成２５年度末の『資産』総額は３兆４，７８２億円（県民 1 人当たり４８９万円）で、普通会

計と比較すると、２，０５９億円（県民 1 人当たり２９万円）多くなっています。 

   （図―３０、図－３２、図―３３） 

これは、電気事業、病院事業、港湾事業など、公営事業会計で１，６２３億円、公立大学

法人島根県立大学の１５３億円の公共資産などを計上していることによるものです。 

◆『公共資産』のうち、「有形固定資産」が３兆２，５４６億円とその大部分を占めています。 

◆流動資産には、普通会計には無い「販売用不動産」が加わっており、これは土地開発公

社や住宅供給公社などの造成地や住宅、公営企業会計における造成地であり、８９億円

が計上されています。 

【負債】 

◆負債総額は、１兆３，０２０億円（県民 1 人当たり１８３万円）で、普通会計と比較すると、 

９８４億円（県民 1 人当たり１４万円）多くなっています。（図―３２、図―３３） 

これは、電気事業、病院事業など、公営事業会計において、地方債を５７９億円、土地開

発公社等において長期借入金を１０８億円計上していることによるものです。 

◆固定・流動を含めた「地方債」に関する額が、１兆１，３６８億円と全体の８７％を占めてお

り、負債の大部分を占めています。（図―３１） 

◆「地方債」に次いで大きな額となっている「退職手当」に関する額１，３１９億円について

は、普通会計は年度末において職員全員が普通退職した場合に必要となる退職手当総

額を、その他については退職手当引当金を計上しています。（ただし、実際の将来の所要

額とは異なります。） 

【純資産】 

◆純資産総額は、２兆１，７６２億円（県民1人当たり３０６万円）で、普通会計と比較すると、

１，０７５億円（県民 1 人当たり１５万円）多くなっています。（図―３２、図－３３） 

これは、電気事業、病院事業、港湾事業など、公営事業会計で７４５億円の純資産を計

上していることが主な要因です。 

【連単分析】 

◆連結財務諸表特有の分析方法である連単分析によると、資産総額が普通会計の１．０６

倍であるのに対し、負債総額は１．０８倍となっています。これは、普通会計以外の会計・

法人等においては、普通会計よりも負債の比率が高くなっているためで、将来世代が負担

する割合が高いと言えます。（表―７） 

（単位：億円、％）

構成比 構成比

資産 34,782 100.0% 負債 37.4%

公共資産 32,643 93.9% 固定負債 34.1%

投資等 980 2.8% 流動負債 3.3%

流動資産 1,151 3.3% 純資産

繰延勘定 8 0.0%

34,782 100.0% 100.0%資産合計 負債、純資産合計 34,782

表－６：平成25年度島根県連結バランスシート（純計）

（島根県全体＋外郭団体等）

借　　方 貸　　方

62.6%

13,020

11,866

1,154

21,762
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※注１：県全体財務４表及び連結財務４表を算出する過程で相殺控除を行うため、数式どおりの

単純な合算にはならない項目がある 

※注２：連単倍率とは、連結会計が普通会計や県全体の何倍になっているかを表すものである 

  

表－７：普通会計と連結バランスシートの比較

① ② ①＋②＝③※ ④ ③＋④＝⑤※

公共資産 30,177 1,623 31,800 1,173 32,643 1.05 倍 1.03 倍 1.08 倍

投資等 1,746 7 1,300 222 980 0.74 倍 0.75 倍 0.56 倍

流動資産 800 216 994 202 1,151 1.24 倍 1.16 倍 1.44 倍

繰延勘定 － 7 7 0 8 － 1.14 倍 －

資産合計 32,723 1,853 34,101 1,597 34,782 1.04 倍 1.02 倍 1.06 倍

固定負債 11,065 619 11,616 833 11,866 1.05 倍 1.02 倍 1.07 倍

流動負債 971 86 1,054 105 1,154 1.09 倍 1.09 倍 1.19 倍

負債合計 12,036 705 12,670 938 13,020 1.05 倍 1.03 倍 1.08 倍

純資産 20,687 1,148 21,431 659 21,762 1.04 倍 1.02 倍 1.05 倍

連単倍率

（単位：億円、倍）

普通会計
対

県全体

③／①

県全体
対

連結

⑤／③

普通会計
対

連結

⑤／①

項　目
島根県
全体ＢＳ
（純計）

外郭団体
等

連結ＢＳ
（純計）普通会計

ＢＳ
公営事業

会計

公共資産

94%

投資等

3%

流動資産等

3%
繰延資産

0%

図ー２８：資産の構成比

地方債

87%

退職手当

引当金等

10%

その他

３%

図ー２９：負債の構成比

流動資産等

1,158

投資等

981

純資産

21,762

公共資産

32,643

負債

13,020

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

資産 負債・純資産

億円

図ー３０：資産と負債・純資産の状況

資 産

４８９万円

負 債
１８３万円

純資産
３０６万円

※人口は平成26年1月1日現在の住民基本台帳人口

図ー３１：県民1人当たりの資産・負債・純資産
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②有形固定資産の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※県全体とは普通会計と公営事業会計の純計値 

 

 

③前年度比較 

 

 

 

 

  

【行政目的別の状況】 

◆有形固定資産の行政目的別の連単倍率を見ると、「環境衛生」部門が普通会計の９．９１

倍と高くなっていますが、これは、主に病院事業における病棟や医療機器、水道事業におけ

るインフラ等が含まれているためです。 

【資産の部】 

◆平成２５年度末『資産』の総額は３兆４，７８２億円で、昨年度より１３１億円減少しています。 

◆『公共資産』は、３兆２，６４３億円で、昨年度より１８２億円減少しています。これは「有形固

定資産取得費」よりも減価償却費が上回ったことによります。 

◆『投資等』は、２３億円減少していますが、これは新たな連結対象である育英会における貸

付金が増加した一方で、普通会計における中山間地域等活性化基金など特定目的基金が

減少したことが主な要因となっています。 

【負債の部】 

◆『負債』は、固定負債が１兆１，８６６億円、流動負債が１，１５４億円の総額１兆３，０２０億

円で、前年度に対して１５億円減少しています。 

◆「地方債」等は、１兆１，３６８億円で、前年度に対して１４億円減少しています。 

◆退職手当等引当金が減少しています。 

【純資産の部】 

◆『純資産』の総額は、２兆１，７６２億円で、前年度に対して１１６億円減少しています。 

これは上記で述べたように、『資産』が大幅に減少したのに対し、『負債』が微減であった 

ため、その差額である『純資産』は減少しています。 

 

表－８：普通会計と連結ＢＳの比較（有形固定資産）

普通会計 県全体 連結会計

① ② ③

①生活インフラ・国土保全 21,269 22,041 22,208 1.04 倍 1.01 倍

②教育 2,166 2,166 2,320 1.07 倍 1.07 倍

③福祉 128 128 128 1.00 倍 1.00 倍

④環境衛生 81 779 803 9.91 倍 1.03 倍

⑤産業振興 5,364 5,424 5,921 1.10 倍 1.09 倍

⑥警察 431 431 431 1.00 倍 1.00 倍

⑦総務 734 734 735 1.00 倍 1.00 倍

⑧収益事業 0 0 0

⑨その他 0 0 0

合　　　計 30,173 31,703 32,546 1.08 倍 1.03 倍

（単位：億円、倍）

-

-

-

-

行政目的
③／① ③／②

連単倍率※ 
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（３）連結行政コスト計算書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【全体】 

◆平成２５年度の行政コスト総額は、４，０４６億円（県民 1 人当たり５７万円）で、普通会計と

比較すると、３６１億円（県民 1 人当たり５万円）多くなっています。（図－８、図―３４） 

◆経常収益は３９２億円（県民1人当たり６万円）で、普通会計と比較すると、３１７億円（県民

1 人当たり５万円）多くなっています。（図－９、図－３６） 

これは、普通会計以外の会計、法人等では、行政サービスに係るコストの大半を利用料金

や事業収入等で賄っているためです。 

◆経常収益を経常行政コストから差し引いた額である純経常行政コストは、総額３，６５４億円

（県民 1 人当たり５１万円）です。（図―３６） 

【性質別経費の状況】 

◆性質別経費の状況を見ると、職員の人件費等である「人のコスト」と、減価償却費等の「物

のコスト」が全体の７０.１％を占めています。これは普通会計と同様の傾向です。 

  （図－３４） 

◆「移転支出コスト」を見ると、連単倍率は０．９５倍となっており、普通会計の合計よりも低くな

っています。これは、連結対象団体への補助金が存在し、連結会計全体で見ると単なる内

部取引として相殺消去されるためです。（表―１０） 

【目的別経費の状況】 

◆目的別経費の状況を見ると、「生活インフラ」が２２．７％と最も高く、次いで「教育」となって

います。これは、普通会計と同様の傾向です。（図－８、図―３５） 

H24年度 H25年度 増　減 H24年度 H25年度 増　減
【資産の部】 【負債の部】
１．公共資産 １．固定負債

（１）有形固定資産 （１）地方公共団体
①生活インフラ・国土保全 22,223 22,208 ▲ 15 ①普通会計地方債 9,549 9,548 ▲ 1
②教育 2,310 2,320 10 ②公営企業地方債 558 534 ▲ 24
③福祉 137 128 ▲ 9 地方公共団体　計 10,107 10,082 ▲ 25
④環境衛生 823 803 ▲ 20 （２）関係団体
⑤産業振興 6,103 5,921 ▲ 182 ①一部事務組合・広域連合地方債 27 29 2
　うち売却予定森林 279 267 ▲ 12 ②地方三公社長期借入金 111 108 ▲ 3
⑥警察 425 431 6 ③第三セクター等長期借入金 312 300 ▲ 12
⑦総務 705 735 30 関係団体　計 450 437 ▲ 13
⑧収益事業 0 0 0 （３）長期未払金 23 47 24
⑨その他 0 0 0 （４）引当金 1,299 1,262 ▲ 37
有形固定資産　計 32,726 32,546 ▲ 180 （うち退職手当等引当金） 1,254 1,206 ▲ 48

（２）無形固定資産 86 85 ▲ 1 （うちその他の引当金） 45 56 11
（３）売却可能資産 13 12 ▲ 1 （５）その他 40 38 ▲ 2

32,825 32,643 ▲ 182 11,919 11,866 ▲ 53

２．投資等 ２．流動負債
（１）投資及び出資金 111 113 2 （１）翌年度償還予定地方債
（２）貸付金 236 256 20 ①地方公共団体 810 835 25
（３）基金等 605 562 ▲ 43 ②関係団体 15 14 ▲ 1
（４）長期延滞債権 28 25 ▲ 3 翌年度償還予定額　計 825 849 24
（５）その他 24 25 1 （２）短期借入金 67 62 ▲ 5
（６）回収不能見込額 ▲ 1 ▲ 1 0 （３）未払金 60 59 ▲ 1

1,003 980 ▲ 23 （４）翌年度支払予定退職手当 93 113 20
（５）賞与引当金 63 63 0

３．流動資産 （６）その他 8 8 0
（１）現金預金 907 980 73 1,116 1,154 38
（２）未収金 41 50 9
（３）販売用不動産 100 89 ▲ 11 13,035 13,020 ▲ 15
（４）その他 29 32 3
（５）回収不能見込額 0 0 0 【純資産の部】

1,077 1,151 74 21,878 21,762 ▲ 116

４．繰延勘定 8 8 0

34,913 34,782 ▲ 131 34,913 34,782 ▲ 131資　　産　　合　　計 負　債　・　純　資　産　合　計

表－９：連結貸借対照表　前年度比較

（単位：億円）
借　　　　　　方 貸　　　　　方

固定負債　合計公共資産　合計

流動負債　合計

負　　債　　合　　計

投資等　合計

純　　資　　産　　合　　計流動資産　合計
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※県全体とは普通会計と公営事業会計の純計値 

   

表－１０：普通会計と連結行政コスト計算書の比較

普通会計 県全体 連結会計

① ② ③

人にかかるコスト 1,155 1,251 1,292 1.12 倍 1.03 倍

物にかかるコスト 1,354 1,524 1,540 1.14 倍 1.01 倍

移転支出的なコスト 1,054 1,020 999 0.95 倍 0.98 倍

その他のコスト 122 162 215 1.76 倍 1.33 倍

経常行政コスト（Ａ） 3,685 3,957 4,046 1.10 倍 1.02 倍

使用料・手数料 38 41 44 1.16 倍 1.07 倍

分担金・負担金・寄附金 37 39 40 1.08 倍 1.03 倍

事業収益 0 226 287 1.27 倍

その他特定行政サービス収入 0 9 21 2.33 倍

経常収益（Ｂ） 75 315 392 5.23 倍 1.24 倍

純経常行政コスト（Ａ）－（Ｂ） 3,610 3,642 3,654 1.01 倍 1.00 倍

受益者負担率（Ｂ）／（Ａ） 2.0% 8.0% 9.7%

行政目的
③／①

連単倍率

③／②

-

-

-

-

（単位：億円、倍）

※ 

人のコスト

31.9%

物のコスト

38.2%

移転支出

24.7%

その他

コスト

5.2%

H25年度

連結行政コスト

４，０４６億円

図ー３２：性質別経費の状況

経常行政

コスト

4,046

純経常行

政コスト

3,654

経常収益

392

図ー３４：コスト・収益の対比

生活

インフラ

22,7%

教育

22.4%

産業振興

17.6%

福祉

12.5%

総務

5.0%

警察

4.9%

その他

14.9%

H25年度

連結行政コスト

４，０４６億円

図ー３３：目的別経費の状況
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（４）連結純資産変動計算書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）連結資金収支計算書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※県全体とは普通会計と公営事業会計の純計値 

21,762

21,918

期末

期首

図ー３５：連結純資産の変動状況
（単位：億円）

増減

▲156

◆純資産総額は、２兆１，７６２億円（県民1人当たり約３０６万円）で、期首から比べて１５６億

円の減となっています。 

◆収入合計は５，７３１億円、支出合計は５，６８５億円で、収支差額（資金）は約４６億円のプ

ラスとなっています。 

◆内訳は、経常的収支の部が１，２４３億円、公共資産整備収支の部が▲２７５億円、投資・

財務的収支の部が▲９２２億円となっています。 

表－１１：普通会計と連結資金収支計算書の比較

普通会計 県全体 連結会計

① ② ③ ③－① ③－②

経常的収支の部 1,192 1,215 1,243 51 28 1.04 倍 1.02 倍

公共資産整備収支の部 ▲ 264 ▲ 257 ▲ 275 ▲ 11 ▲ 18 1.04 倍 1.07 倍

投資・財務的収支の部 ▲ 885 ▲ 906 ▲ 922 ▲ 37 ▲ 16 1.04 倍 1.02 倍

収　支　差　額 43 52 46 3 ▲ 6 1.07 倍 0.88 倍

増減額

（単位：億円、倍）

③／① ③／②

連単倍率※ 

3,964

2,721

959

1,234

808

1,730

収入

支出

経常的収支

1,243
公共資産整備収支

▲275
投資・財務的収支

▲922

図ー３６：資金収支の変動状況

支出

5,685

収入

5,731

合計

46

（単位：億円）


